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第２次循環基本計画に国の取組として定められたもののうち、
主に環境省が担当するもの

1.低炭素社会、自然共生社会との統合
循環利用や廃棄物発電の導入等による温室効果ガス排出量の削減、LCA的観点の強化、里地里
山の利用・管理 等

2.「地域循環圏」形成推進
地域循環圏形成に当たってのコーディネーター、地域計画策定 等

3.ライフスタイルの変革
環境教育・環境学習、国民
運動展開、先進取組支援

等

4.循環型社会ﾋﾞｼﾞﾈｽの振興
グリーン購入・契約による率先実行、再生品等の評価・表示、グ
リーン製品等の情報提供、廃棄物の収集・運搬・処分等の手続き
の合理化、優良事業者の育成 等

5.循環資源の適正利用・処分に向けた仕組みの充実
各種リサイクル制度や廃棄物処理制度などの充実・強化、一般廃棄物の分別収集・適正処分の
段階的な高度化の推進、アスベストやPCB等の適正処理、廃棄物処理施設や最終処分場の整備
等における広域的な対応推進、廃棄物の不法投棄等防止 等

6.３Rの技術とｼｽﾃﾑ高度化
３R技術・システムに関する研究・技術開発支援、モデル事業実施、率先調達、情報提供等

7.情報の的確な把握・提供、人材育成
物質フロー、廃棄物発生量等に関する統計情報の点検整備、提供、人材交流、研修 等

・国全体の循環型社会形成に関する取組の総合的な推進
・地方公共団体を始めとする関係主体の連携・協働の促進
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8.国際的な循環型社会づくり
３Ｒイニシアティブの展開、東アジアにおける資源循環の実現、物質フロー指標の国際共同研究
の推進 等 2



◎国内の取組◎国内の取組

１．低炭素社会、自然共生社会との統合１．低炭素社会、自然共生社会との統合
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例. バイオマス系廃棄物の排出量削減と温室効果ガスの排出量の関係

埋立処分量の減少

エネルギー代替

製造工程の変更

製造必要量の減少

廃棄量の減少

埋立処分場からのメタンの減少

化石燃料消費の減少

エネルギー消費の減少

焼却時の重油使用量減少等

排出抑制

再使用

再生利用

Reduce

Reuse

Recycle

食べ残しの削減等

建築資材、家具の
リユース等

家畜ふん尿、有機性汚泥、
木くず、食品残渣等のた
い肥化、飼料化、
メタン発酵、ＢＤＦ・
バイオエタノール製造、
熱回収等

土壌に蓄積する炭素量の増加自然界への還元

循環型社会と低炭素社会の両立（概念図）
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廃棄物分野の排出量は
1990年度比で約2.3％減（平成20年度）

日本の温室効果ガス総排出量における廃棄
物分野の割合３．０％（平成20年度）

（出典： 2010年温室効果ガスインベントリ報告書）

廃棄物分野における温室効果ガス排出の現状

現状

日本の総
排出量
1282百万
tCO2（平成
20年度）

%
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ごみ発電施設数の推移

ごみ焼却施設の総発電能力の向上 ごみ焼却施設の総発電電力量と発電効率の向上

（年度） 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20

ごみ焼却施設数 1717 1715 1680 1490 1396 1374 1318 1301 1285 1269

215 233 236 263 271 281 286 293 298 300

(12.5%) (13.6%) (14.0%) (17.7%) (19.4%) (20.5%) (21.7%) (22.5%) (23.2%) (23.6%)
ごみ発電施設数

（出典： 平成20年度日本の廃棄物処理）

ごみ発電の状況

（出典： 平成20年度日本の廃棄物処理）
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（出典： 平成20年度日本の廃棄物処理）
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○施設の集約化等により、ごみ焼却施設の総数は減少しているが、発電施設を有する焼却施設数は増加し、
総発電能力も向上。３Ｒの推進によるごみ量の減少により総発電電力量は近年横ばいであるが発電効率は上
昇している。



◇事業内容：焼却施設の老朽化へ
の対応、効率的なエネルギー

回収システムの構築及び焼却灰のスラグ化による最
終処分場の延命化を目的に高効率ごみ発電施設を
整備し、更なる環境負荷低減を図る。

◇工期：平成20年度～23年度
◇施設能力：３３０ｔ／日 ◇発電効率：１８．７％

廃棄物・リサイクル分野における低炭素社会との統合に向けた取組

◇ 廃棄物処理施設における温暖化対策事業
【補助率１／３】

◇事業内容
廃棄物処分場で受け入れる廃棄物のうち、木くず
について、選別・破砕の処理をし、木質バイオマス燃
料を製造。今まで、焼却・埋立処分されていた木くず
を、徹底的な選別の下で木質バイオマス燃料として
製紙会社等にて再利用。ゴミ減量化・化石燃料削減
に貢献していることが特徴。
◇補助対象
バイオマス燃料製造事業の選別機、破砕機等

◇温室効果ガス削減効果
７７４ｔ-ＣＯ２/年

事業例①

◇事業内容
廃プラスチックを分別し接触分解方式で油化。

◇補助対象
廃プラスチックの油化事業（廃棄物燃料製造）施設

◇温室効果ガス削減効果
１４７２ｔ-ＣＯ２/年

事業例②
破砕機

油化プラント 7

◇循環型社会形成推進交付金による廃棄物処
理施設整備【交付率１／３、１／２】

 市町村が、３Ｒの総合的な推進のために策定した「循

環型社会形成推進地域計画」に位置付けられた施設整

備に対し交付金を交付。

高効率ごみ発電施設整備の事例

◇交付対象施設の例
・高効率ごみ発電施設
（H21年度から追加 交付率1/2）

・廃棄物処理施設の基幹的設備改良事業
（H22年度から追加
改良によるCO2削減率３％以上⇒交付率1/3

〃 ２０％以上⇒交付率1/2）
・エネルギー回収推進施設
・有機性廃棄物リサイクル推進施設
・マテリアルリサイクル推進施設



循環型社会と自然共生社会との統合的取組の支援

◇四日市大学ｴﾈﾙｷﾞｰ環境教育研究会
（Ｈ２１年度循環型社会地域支援事業）

○竹林の活用による食品残さの
飼料化と里地里山保全
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（事業概要）
・大学と行政（四日市市）と民間企業や事業者と市民を食
品残さのリサイクルで地域の中でつなぐ。
・竹粉・ぬか・魚あら・野菜くず等の廃棄物に分解酵素を
添加した飼料の活用 。
・畜舎の床材に竹粉・木質チップに分解酵素を加えたリ
サイクル材料の使用による養鶏技術の高度化等。

◇NPO法人霧多布湿原トラスト
（Ｈ２１年度循環型社会地域支援事業）

○廃棄自転車の活用と湿原の
利用・保全による地域活性化

（事業概要）
・環境負荷の少ない自転車をレンタサイクル拠点として整備し、観光客の
移動手段とすることで、湿原の保全に繋げる。

・大学、町役場の協力を得て不要自転車を回収し、点検・整備の上、レン
タサイクルとして再使用。
・旅行者の移動が便利になり、滞在者が増加することで観光振興に寄与。

◇八幡酒蔵工房
（Ｈ２２年度循環型社会地域支援事業）

○放置竹林の管理と間伐材の有
効利用による里地里山保全

（事業概要）
・竹林管理のために伐採された竹を竹炭、工芸品、堆肥等
の製品に加工、販売する。
・上記製品の加工技術に関する講習会を開催し、日々の暮
らしの中での循環利用を促進し、里地里山保全に繋げる。

竹の汁を用いた染物
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生物多様性と循環型社会

◇生物多様性国家戦略２０１０（平成２２年３月閣議決定）

◇ＣＯＰ１０サイドイベントの開催（平成２２年１０月１９日）

○ポイント
自然共生社会、循環型社会、低炭素社会の統合的な取組の推進

持続可能な社会の実現に向け、里山バイオマスの利用促進など、循環型社会、低炭素社会、自然共
生社会の統合的な取組を推進する。

生物多様性基本法（平成20年法律第58号）に基づく初めての生物多様性国家戦略となる
「生物多様性国家戦略2010」において循環型社会との統合的取組について記載。

生物多様性条約第１０回締約国会議（ＣＯＰ１０）の開催に伴い、サイドイベント「持続可能
な経済社会活動に関する事例発表会～生物多様性と循環型社会～」を開催

自然共生社会と循環型社会の統合的取組の意義と我が国の事例について紹介



◎国内の取組◎国内の取組

２．「地域循環圏」形成推進２．「地域循環圏」形成推進
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11

望ましい地域循環圏のあり方の検討
－地域循環圏の高度化の方向性－

■類型化した地域循環圏を複層的・有機的に繋げていくことで、多様かつ高度な循環（低炭素、
資源の節約効果大、低コスト・高付加価値、高安定性等）を実現

地域循環圏を支える地域コミュニティ基盤

市民ＮＰＯ
等

中小都市

都市近郊
（農地）

動脈産業
集積都市

大都市農山村

複層的・有機的に繋がった地域循環圏

循環型産業（広域）地域循環圏

企業協議会
等

廃プラ
古紙

都市近郊（都市農村連携）地域循環圏

市民ＮＰＯ
等

食品残渣
チップ燃料

里地里山地域循環圏

大都市 大都市

中小都市

林地残材

農協・林業
組合等

農協
等

堆肥・飼料

農畜産物

市民ＮＰＯ
等

市民ＮＰＯ
等

市民ＮＰＯ
等

廃プラ

鉄鋼・ｾﾒﾝﾄ原料
RPF

小型家電 小型家電
中間処理物

動脈産業地域循環圏
廃プラ

小型家電

循環圏が複層的・有機
的に繋がることにより、
循環が多様化
→効率化、安定化

地域コミュニティ基盤の
活用による循環の質
的・量的向上

→高品質化、安定化

静脈産業
集積都市

大都市

中小都市

回収レアメタル

ｴｺタウン
企業協議会等

市民ＮＰＯ
等

市民ＮＰＯ
等

小型家電

小型家電
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地域における「地域循環圏」の構築に向けた取組

○ 循環資源の種類は地域ごとに特性がある。
○ 地域計画を策定し、循環型社会の形成のための基盤の整備を推進。

北海道ブロック 東北ブロック 関東ブロック

12

○フィージビリティスタディを実
施し、課題の整理及び対応策
の検討

○地域協議会設立及び地域計
画案策定（予定）

○東北地域における発生量、循
環利用量及び移動量等の現
状をまとめる

○東北地域における先進事例
についてヒアリング調査を実
施

○北海道における地域循環圏に
関する調査のとりまとめ（予
定）

○北海道における地域循環圏に
関する協議会の設立（予定）

中部ブロック 近畿ブロック 九州ブロック

○「地域循環圏に関する九州会
議」及び専門部会開催

○生ごみ資源化について、取り
組む際の実践的なツール作
成、焼酎びんリユースについ
て、一層の普及促進

○近畿地域循環圏形成推進に
向けた課題と対応策等の整理

○地域循環圏形成推進に向け
たツール開発等による先進的
な取組支援

○食品残さを対象にしたモデル
事業の実施

○具体的な地域循環圏としての
リサイクルループ計画の例を
提示
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地域循環圏の構築に向けた今後の施策の方向性
低炭素型「地域循環圏」整備推進事業（平成23年度予算要求）

事業概要

◎これまでの、国レベル、地域ブロックレベルでの検討を踏まえ、地域循環圏の高度化
及び発展を促進するための具体的な施策戦略の策定

◎革新性等を有する先進的な取組について、技術やシステムの高度化などモデル事業
として支援する。

○第２次循環型社会形成推進基本計画（平成20年３月閣議決定）
循環型社会の構築に向けた施策のポイントの一つとして、「地域循環圏の構築」

が掲げられている。

戦
略
イ
メ
ー
ジ

①地域循環圏のあり方
・目的、活用の方向・可能性 等

②地域循環圏を計画する際の視点・指標
・見込まれる環境負荷削減効果、経済効果、関係者の参加 等

③現状
④現状からの発展・高度化の方向
⑤発展・高度化に向けた課題
⑥課題を踏まえた推進の基本指針（推進の柱）
⑦具体的取組の提言 13



◎国内の取組◎国内の取組

３．ライフスタイルの変革３．ライフスタイルの変革
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４．循環型社会ビジネスの振興４．循環型社会ビジネスの振興



国民の高い意識を具体的な行動に結びつけるための取組
～３Ｒエコポイント～

15

○ 環境省において、平成２１年３月より、３R促進のためのポイント制度等経済的インセン
ティブ付けに関する検討会を開催（崎田裕子座長）。
○ 平成２１年度は、３Ｒ行動を促進するため、経済的インセンティブ（特にポイントシステム）
を活用できるケースについての可能な選択肢、導入に伴う課題等についてとりまとめ。
○ 平成２２年度は、３Rエコポイントシステム促進のためのガイドライン作成の検討を実施し
ているところ。

◇３Ｒエコポイントシステムとは ◇ガイドラインのイメージ

 ３Ｒエコポイントシステムの概要
・概要説明、 ３Ｒ行動の提示等

 ３Ｒエコポイントシステム導入の意義・効果
・ポイント付与の考え方等

 ３Ｒエコポイントシステムの全体像
・システムの構成図等

 ３Ｒエコポイントシステムの導入の手順
・企画、導入、運営・評価フェーズにおける手順等

 事例紹介

 参考資料



マイボトル・マイカップキャンペーン

マイボトル・マイカップキャンペーンとは

オフィス・大学・学校・外出先で自分の水筒、タンブラー、ジョッキ、
カップ、湯のみなどの飲料容器（マイボトル・マイカップ）を使う取組
を促進することにより、ごみ、環境負荷を減らす取組

キャンペーンの具体的な取組内容

ウェブサイトでの情報発信
http://www.re-style.jp/bknbr/mybottle

○マイボトルの使える身近
なお店の紹介

○オフィスの先進的な取組
の紹介

○地方自治体における啓発
活動の紹介

大学等における実証実験 イベントでの啓発活動

○ 環境省主催のエコライフフェア（６月５日～６日）に
おいてブース出展。お茶の提供や展示を実施

○ １０月の３R推進月間で自治体、地域での取組を
呼びかけ、支援

水筒に給水しやす
い冷水器の設置

マイボトル、マイカップ
の使える喫茶店

インフラ整備と水筒の配布によるモニター調査
を通じて、取組の定着の程度と環境負荷削減効
果を検証
実施大学：①フェリス女学院大学

②横浜市立大学
③大阪大学

16



３Ｒ等に関する国民の高い意識を
具体的な行動に結びつけるための取組

◇３Ｒ推進月間

 主催：３Ｒ推進全国大会実行委員会（環境省、
九州地方環境事務所、佐賀県、佐賀市、３Ｒ活動推進
フォーラムほか）

 平成22年11月２日～11月７日
 国民・事業者・行政が一堂に会し、廃棄物問
題等に関するそれぞれの知識や経験を交換。
 参加者一人一人が自らのライフスタイルを見
直す機会を提供。

◇ＷＥＢサイト
「Ｒｅ－ｓｔｙｌｅ」

 循環型社会におけるライフスタイルの実践を呼び
かけていくため、民間団体とも協力してｗｅｂサイト
を制作・運営（http://www.re-style.jp/）

17

◎３Ｒ推進全国大会（本年度：佐賀県）

 各地方環境事務所において開催
◎３Ｒ推進地方大会

 環境省、経済産業省、３Ｒ活
動推進フォーラム、都道府県、
流通事業者・小売り事業者
 マイバッグを持参する、簡易
包装による購入、環境配慮製
品の購入など、買い物におけ
る３Ｒ行動の実践を呼びかけ

◎環境にやさしい買い物キャンペーン

◇袋入り簡易包装による食品試験販売実証

 食品トレイで販売している「とりもも肉」について
、一部、同一単価にて袋入り簡易包装による試験
販売（1週間。200-300gを100袋程度販売）
 消費者の意識調査（アンケート調査）を実施。

区 分 販売個数 割合
袋入り包装商品 112 26.9%
食品トレイ入り包装商品 304 73.1%

計 416

区 分 回答割合 理由

袋入り包
装商品

47%
・不要になった食品トレイを処分する
手間がかかる

・持ち帰りの際にかさばる

食品トレイ
入り包装
商品

31%

・見栄えがする
・商品比較が容易である

・袋入りは衛生面からの不安がある

【消費者意識調査結果】

◎その他、各地方公共団体、関係団体において
も３Ｒ推進月間中にイベントを開催



使用済小型家電からのレアメタルの回収及び適正処理について
現状と課題
○使用済小型家電については、廃棄されるもののうち多くが一般廃棄物として自治体により埋立処分されている。
○そのため、小型家電に含まれるレアメタルを始めとする有用金属の多くが回収・リサイクルされていないのが現状。
○小型家電には有用金属とともに、有害物質も含まれており、適正処理が必要となる可能性もある。
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【平成20年度】
・研究会の立ち上げ
・全国3地域でモデル事業開始

【平成21年度】
・モデル事業を7地域に拡大
・回収可能量等の試算

【平成22年度】
・経済性の評価
・システム構築に向けた課題の整理

使用済小型家電からのレアメタルの回収
及び適正処理に関する研究会
座長：細田衛士慶應義塾大学教授

レアメタルWG
座長：中村崇東北大学教授

環境管理WG
座長：酒井伸一京都大学教授

リサイクルシステムWG
平成22年度立ち上げ 座長：細田教授

秋田県（全域※ ）

茨城県（日立市、

北茨城市、高萩市 ）福岡県（大牟田市、
筑後市、大木町 ）

東京都（江東区、八王子市）

名古屋市、津島市

京都市

水俣市

・・・ 平成21年度新規モデル地域
（平成20年度～）

※秋田県は昨年度大館市・能代市・山本郡で実施、本年度から全県に拡充

・・・ 平成20年度事業からの拡充地域

採算性：マイナス 採算性：プラス ※レアメタルを回収すると利益率低下

一定量の小型家電が集められれば、経済効率性の面からもリサイクルシステ
ムの構築が望ましく、また、レアメタルの回収量を増やすためには、市場原理
に委ねるのではなく何らかの仕組み・ルールが必要である。

モデル事業の実施結果
（回収期間：61～215日間）

○回収量（7地域計）
84,226台
○潜在的回収可能台数

8,459万台/年
○モデル事業の回収率

10.9%
○レアメタル含有量

353トン/年
○製錬回収率
約60%

モデル事業検討体制

経済性評価

【経済性評価の結果】
・一定の回収率があればB/C（便益/費用）＞1
・小型家電回収段階の採算性はマイナス、レアメタルを回収することにより利益率は低下

→年度内にシステムのあり方を議論・整理し、その後、法制度の必要性の有無も含め審議会等で議論。

中間処理施設

金属回収施設

レアメタル専門メーカー

非鉄製錬

金属回収

自治体

回収 中間処理静脈物流使用済小型家電
排出

小型家電回収 中間処理 金属回収

回収方式は
ステーション回収等

静脈物流
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1010
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DOWA

三井金属

日鉱金属

日鉱金属

三井金属

三井金属

三菱マテリアル

三菱マテリアル

三井金属
住友金属

住友金属

三井金属

レアメタル

専門メーカー

主要非鉄製錬施設
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廃棄されて
いたものを
リユースへ

リサイクル
されていた
ものを
リユースへ

市町村収集ごみリユース事例調査
粗大ごみ等のリユースの取組を行っている自治体（数カ所）に対し、その実
態、効果、ポテンシャル等を調査。

リユース業者の環境意識高度化事業
市町村や消費者、事業者が安心して取引できる高度な環境意識を持つ業
者を増やすための方策を検討。

家電ﾘﾕｰｽｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝのﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ
「小売業者による特定家庭用機器のリユース・リサ
イクル仕分け基準作成のためのガイドライン」（20年
9月）について、家電小売業界における実施状況等
を調査。

ガラスびんリユースの
推進方策検討
近年その利用が減少しているリターナブルび
んの利用促進策について調査検討。

具
体
的
な
促
進
事
業

リユースの現状とポテンシャル、意義について具体的・定量的に調査。
概況調査

環境保全効果・経済効果

リユースの意義

市場規模・流通フロー

リユースの現状・ポテンシャル

・仕入れ元・売却先 等

リユース業者アンケート LCA的分析

産業連関表

更
な
る
リ
ユ
ー
ス
の

推
進
方
策

・リユース品の購入状況・購入後の使用状況
・リユース品に対する意識 等

消費者アンケート

使用済製品等のリユースの促進について
○ リユースについては、新しい市場として注目を浴びているところ。
○ リユースの取組の活性化を図るため、リユース推進に向けた課題、支援策等を検討。
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優良性評価制度の概要について

●制度の仕組み ●優良性評価基準

平成１７年度の制度開始からの累計値。

①遵法性

５年以上の業の実績があり、この５年間に不利益処分
を受けていないこと
②情報公開性

処理工程、処理実績、処理料金など定められた情報を
インターネットで公開し、決められた頻度で内容を更新
すること
③環境保全への取組み
ISO14001、エコアクション21またはこれと相互認証され
た環境マネジメントシステム（EMS）の取得

●制度適合事業者情報の提供

民間法人のＨＰ「産廃ネット」に、

適合事業者情報を掲載

●登録事業者数

登録者数等（Ｈ２２年９月３０日現在）
・適合事業者数 ３５３者
・適合許可件数 ４，０４５件

優良業者の評価により、排出事業者が安心して委託できる優良な処理業者を容易に選択

優良業者への受注が増大し、市場原理により悪質業者を駆逐

廃棄物処理業者の優良性評価制度について

●効果

※廃掃法改正に伴い、来年度から処理業者へのメリットの大きい新制度へ移行
20



◎国内の取組◎国内の取組

５．循環資源の適正利用・処分に向けた５．循環資源の適正利用・処分に向けた
仕組みの充実仕組みの充実

６．３Ｒの技術とシステム高度化６．３Ｒの技術とシステム高度化
７．情報の的確な把握・提供、人材育成７．情報の的確な把握・提供、人材育成
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廃棄物の処理及び清掃に関する法律の一部を改正する法律（平成22年法律第34号）

２．廃棄物処理施設の維持管理対策の強化

①廃棄物処理施設の設置者に対し、都道府県知事による
当該施設の定期検査を義務付け。

②設置許可が取り消され管理者が不在となった最終処分場
の適正な維持管理を確保するため、設置許可が取り消され
た者にその維持管理を義務付ける等の措置を講ずる。

６．焼却時の熱利用の促進

○廃棄物の焼却時に熱回収を行う者が一定の基準
に適合するときは都道府県知事の認定を受けるこ
とのできる制度を創設。

５．適正な循環的利用の確保

○廃棄物を輸入することができる者として、国内にお
いて処理することにつき相当な理由があると認めら
れる国外廃棄物の処分を産業廃棄物処分業者等
に委託して行う者を追加。
※現行法では、輸入した廃棄物を自ら処分する者に限定して廃
棄物の輸入を認めている。

【施行期日】
公布の日から１年以内で政令で定める日から
施行する。

○多量の産業廃棄物を排出する事業者に対する産
業廃棄物の減量等計画の作成・提出義務について、
担保措置を創設。
※現行法では、作成・提出を義務付ける規定はあるが、これを担
保する規定はない。

４．排出抑制の徹底

②廃棄物処理業の許可に係る欠格要件を見直し、廃棄物処理
法上特に悪質な場合を除いて、許可の取消しが役員を兼務
する他の業者の許可の取消しにつながらないように措置。

３．廃棄物処理業の優良化の推進等

①優良な産業廃棄物処理業者を育成するため、事業の実施に
関する能力及び実績が一定の要件を満たす産業廃棄物処理
業者について、許可の更新期間の特例を創設。

※現行法では、産業廃棄物処理業の許可の期間は一律に５年。

１．廃棄物を排出する事業者による適正な処理を確保
するための対策の強化

④従業員等が不法投棄等を行った場合に、当該従業員等の事
業主である法人に課される量刑を３億円以下の罰金に引き上げ。

②建設工事に伴い生ずる廃棄物について、元請業者に処理責
任を一元化。
※建設業では元請業者、下請業者、孫請業者等が存在し事業形態が多層化・複
雑化しており、個々の廃棄物について誰が処理責任を有するかが不明確。

※現行法では、１億円以下の罰金。

③不適正に処理された廃棄物を発見したときの土地所有者等の
通報努力義務を規定。

①産業廃棄物を事業所の外で保管する際の事前届出制度を創
設。

平成22年５月19日公布
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現状と課題現状と課題現状と課題現状と課題

○ 平成12年に容器包装リサイクル法（容リ法）が全面施行されて以来、プラスチックの
原材料としての利用が望ましいという観点から、プラスチック製容器包装については材
料リサイクル手法を優先して取り扱ってきた。

○ 材料リサイクル事業者の落札量が予想を超えて増加したことから、材料リサイクル手
法の優先的取扱いを見直すべきとの議論が起きたため、平成21年４月に中央環境審議
会・産業構造審議会合同会合で議論を開始。平成22年８月にとりまとめを行った。

○ 材料リサイクル手法の実態が現状のままでは、
優先的取扱いを継続していくことに関係者の理
解を得ることは困難。
容リ法の次期見直し（Ｈ２５年を予定）の際

には、燃料利用の在り方も含め、リサイクル手
法の在り方を根本から再検討すべき。

○ 現時点では、材料リサイクル手法の優先的取
扱いを変更するに十分な材料が得られていない
ため、容リ法の次期見直しまでの間、現行の取
扱を継続しつつ、材料リサイクル手法を改善す
る措置（下記（１）～（３））を実施する。

今回の取りまとめの結論今回の取りまとめの結論今回の取りまとめの結論今回の取りまとめの結論

（１）平成２３年度以降の入札に反映させるべき措置

○ 優先的取扱における上限の設定（市町村申込
み量の５０％）
○ 優先枠の運営における、品質等も考慮した総
合的な評価の充実（優良な事業者の育成） 等

（２）導入に向け更に検討が必要な事項

○ 容器包装メーカー等とリサイクル事業者などの
対話によるリサイクルを容易にする設計・見える
化の推進 等

（３）施策の方向性も含め検討が必要な事項

○ リサイクルの質の向上のための技術開発等、
システム全体の効率性の向上
○ ＲＰＦ（Refuse Paper ＆ Plastic Fuel ）等の
燃料利用の実態把握

・上記を踏まえ、容器包装以外も含めたプラス
チック全体のリサイクルの在り方について、容
リ法の次期見直しまでに一定の整理を行うべき。

プラスチック製容器包装の回収・再商品化の流れ
（平成２０年度）

分別収集 リサイクル

（単位：千トン）

リサイクル製品

市町村
分別収集
量

672

プラスチック製容器包装の再商品化手法の在り方について

432,656 481,150
558,640 579,810

458,906
465,630 390,389

401,030

629,451 668,086 679,023 672,181

0
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1,000,000

1,200,000

H19年度 H20年度 H21年度 H22年度

材料リサイクル再商品化能力 ケミカルリサイクル再商品化能力 市町村引渡申込量
（トン）

891,562

946,780 949,029 980,840

再商品化能力と市町村引渡申込量
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コークス炉化学原料化

合成ガス化

〈トン）

104,165ｔ

233,312ｔ

288,944ｔ

364,733ｔ

672,181t

466,991t

574,657t 592,379t

629,323t

668,086ｔ 679,023t

再商品化手法別の落札量構成比の推移
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循環型社会形成推進科学研究費補助金による研究・技術開発

「重点ﾃｰﾏ研究」
○３Ｒ推進のための研究
○廃棄物系ﾊﾞｲｵﾏｽ利活用推進のための研究
○循環型社会構築を目指した社会科学的複合研究
○有害物質に関する安全・安心のための
廃棄物管理技術の研究
○漂流・漂着ごみ問題解決に関する研究開発

「レアメタル回収技術特別枠」
○レアメタル回収・適正処理技術の研究開発
○レアメタル回収・適正処理システムの設計・評価研究

「一般ﾃｰﾏ研究」
○循環型社会構築技術研究
○廃棄物処理に伴う有害化学物質対策研究
○廃棄物適正処理研究

環境と調和する循環型社会の実現

循環型社会形成推進研究事業
次世代循環型社会形成
推進技術基盤整備事業

「重点ﾃｰﾏ技術開発」
○３Ｒ・ｴﾈﾙｷﾞｰ回収の高度化技術の開発

○ｱｽﾍﾞｽﾄ等有害廃棄物の無害化処理技術開発

○漂流・漂着ごみ問題解決に関する研究開発

「一般ﾃｰﾏ技術開発」
○廃棄物適正処理技術

○廃棄物ﾘｻｲｸﾙ技術

○循環型社会構築技術

平成２２年度は１０６件の研究を実施

事業化の具体例

◆プラズマテレビ用ディスプレー
のリサイクル技術・システム開発

⇒プラズマ式テレビのリサイクル
を実現、同時に貴金属を回収

プラズマテレビのリサイクル工程
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◎産業廃棄物統計調査（これまで）

確定値公表まで約２年、速報値の公表無し

さらなる調査内容の充実を図り、時代に即した実態の把握に努める

廃棄物統計調査について

◎一般廃棄物統計調査（これまで）

確定値公表まで約１．５年
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○廃棄物統計調査は、統計データのとりまとめに時間を要し公表時期に課題があった。

○廃棄物統計調査の早期化を行い、速報値を翌年度の温室効果ガス排出・吸収目録（イン
ベントリ）に反映することを可能にした。

◎一般廃棄物統計調査の早期化

・調査結果の早期とりまとめの実施
・確定値公表まで約１年に短縮
（平成２０年度調査結果は平成２２年
４月に公表 <約半年短縮>）

◎産業廃棄物統計調査の早期化

・統計調査の指針改正等により、調査の早期
化を都道府県に要請
・本年度より、前々年度調査結果の確定値に
加え、前年度調査結果を速報値としてとりま
とめる調査を実施 <約１年短縮>

平成２１年度速報値を平成２３年２月を目途にとりまとめ。インベントリに反映



◎国際的な取組◎国際的な取組
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アジア３Ｒ推進フォーラム第２回会合の開催

主 催： 環境省、マレーシア住宅地方自治省、国連地域開発センター(UNCRD)
日 時： 平成２２年１０月４日～６日
場 所： クアラルンプール（マレーシア）
出 席 者： アジア諸国・太平洋島嶼国２２カ国（大臣含む）、国際機関の代表、専門家

※日本から樋高環境大臣政務官が出席し開会挨拶を行った
全体議長： チョー・チー・フン マレーシア住宅地方自治大臣
テ ー マ： 「グリーン経済と循環型社会に向けた３Ｒ」

結 果： ○以下の事項について議論が行われた
• グリーン経済への移行と３Ｒの役割
• 低炭素及び資源効率的社会の実現のためのパートナーシップ
• 中小企業とインフォーマルセクターの役割
• 地方・国・地域レベルでの３Ｒプログラム及び戦略の実施

○成果として議長サマリーが取りまとめられた
○次回第３回会合のシンガポール開催決定

アジア３Ｒ推進フォーラム第２回会合アジア３Ｒ推進フォーラム第２回会合

アジア３Ｒ推進市民フォーラム日本大会の開催

主 催：アジア３Ｒ推進市民ネットワーク、NPO法人 持続可能な社会をつくる元気ネット

日 時：平成２２年９月４日
参加団体：日本のNPO/NGO（１５団体）が出席
テ ー マ：ゼロ・ウェイストのアジアをめざして
成 果：ゼロ・ウェイストのアジアに関するステートメントを採択

また、日本及びマレーシアのNGOが参加したNGOサイドイベントが併催され、アジア３Ｒ推進市民フォーラ
ム日本大会のステートメントが報告された。NGOサイドイベントの結果はこの第２回会合に報告された。

27



アジア３Ｒ推進フォーラムのアジア各地での継続開催
アジアへの３Ｒの普及推進
フォーラムへの参加拡大（民間事業者、地方自治体、ＮＧＯ等）

アジア各国の政策における３Ｒの明確な位置づけ
各国との政策対話、アジアにおける政府間会議における議論推進
各国が３Ｒ国家戦略を策定することを奨励

３Ｒの実践的行動の支援
国際機関、援助機関による各国における３Ｒプロジェクト実施支援
エコタウンの普及等による民間企業による３Ｒ関連事業の展開の支援
３Ｒと温暖化とのコベネフィット事業（ＣＤＭ等）推進

アジアにおける３Ｒに関する研究支援
アジアにおける国際共同研究への支援

国際社会へのアピール
国連における世界全体の廃棄物問題の議論に貢献する国際会議の開催等

アジア３Ｒ推進フォーラムの今後の展開
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国連持続可能な開発委員会（国連持続可能な開発委員会（CSDCSD）との連携）との連携

• ３月の国連廃棄物管理会議準備会合及びアジア３Ｒ推進フォーラム設立会合の結果を５月の
CSD第１８会期会合(CSD18)に報告し、議論に貢献（CSD18の議長サマリーにも記載される）

• 2011年１月に、国連持続可能な廃棄物管理会議を開催し、2011年５月のCSD19へインプットを
行い、持続可能な廃棄物管理に関する国際的な政策・議論に貢献する予定

• アジア３Ｒ推進フォーラム第２回会合が本年１０月にマレーシアにて開催され、その成果が
CSD19に報告される予定。

2009.11 アジア３Ｒ推進フォーラム設立会合（東京）

アジア３Ｒ推進フォーラム第２回会合（マレーシア）

国連廃棄物管理会議準備会合（東京）

ＣＳＤ１８ （ニューヨーク）

2010.3

2010.5

2010.10
2011.1

ＣＳＤ１９ （ニューヨーク）2011.5

国連持続可能な廃棄物管理会議（東京）

CSD18にインプット

CSD19にインプット

CSD18にインプット

CSD19にインプット
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2011 アジア３Ｒ推進フォーラム第３回会合（シンガポール）



ＵＮＥＰ（国連環境計画）
持続可能な資源管理に関する国際パネル

 天然資源の持続可能な利用の確保に向けて、科学的な知見の充実を図るため、
2007年11月にＵＮＥＰが設立。世界の著名科学者等約30名がメンバー。

 具体的テーマ：

 日本から森口祐一国立環境研究所循環型社会・廃棄物研究センター長がメンバー入
り。環境省が資金拠出により活動を支援。

 2010年5月30日～6月2日 第６回パネル会合・運営委員会（ﾌﾞﾘｭｯｾﾙ）

・デカップリングに関する科学的理解
・金属資源の地球規模でのフロー
・バイオ燃料の環境面や供給面での持続可能性
・製品・資源の環境影響：優先付け
・水の持続可能な管理 等

○バイオ燃料に関するレポートをプレスリリース（2009年10月）
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・ 第１世代のバイオ燃料について、自動車用液体燃料に転換するよりも、発電利用など、より効率的な利用が
あること等について指摘

・ 生産・消費・物質に係る環境影響を評価し、環境影響が大きい事象の一つが農業及び食料消費であること、
化石燃料の利用も同様に重要であること、貿易に係る環境影響・資源が、各国内におけるそれと同程度に重
要であること等について指摘。

・ 金属のストックの状況について、データが非常に不足していることを指摘しつつ、アルミニウム、銅、鉄、鉛、

亜鉛等の主要金属についてストック状況のレビューを行い、先進国におけるストック量は、通常、途上国と比べ
5～10倍であること等に触れる。

11月22日～25日 第７回会合（南ｱﾌﾘｶ）

○金属のストックに関するレポートをプレスリリース（2010年5月）

○環境影響に関するレポートをプレスリリース（2010年6月）

なお、環境省において、当該レポートの和訳、普及のためのセミナー開催等、広く情報提供を図ったところ



静脈産業の海外展開を支える国際枠組み

○ 川崎市－瀋陽市のエコタ
ウン協力を支援する大臣レベ
ルの覚書

○ 大谷政務官（当時）とシ
ンガポール環境省CEO間で
LOI(基本合意書)署名

タイ

・2005年から、３R国家戦略策
定支援を実施。

中 国

・2007年より日中廃棄物・リサイクル政策対
話を実施
・2009年１月から循環経済促進法を施行。
・2009年6月、日中環境大臣間で、川崎-瀋陽
の「環境にやさしい都市」協力に関する覚書
締結。

カンボジア

・2006年から、３R国家戦略策定
支援を実施。

フィリピン
・2005年から、３R国家戦略策定
支援を実施。

ベトナム
・2005年から、 ３R国家戦略策
定支援を実施。
・2009年12月 ３Ｒ国家戦略が
首相により正式に承認。

インドネシア

・2005年から、３R国家戦略策定支
援を実施。

・３Ｒ国家戦略最終案が政府承認
手続き中。
・2008年5月 廃棄物管理法成立
・2010年10月24日 松本環境大

臣とｲﾝﾄﾞﾈｼｱ環境大臣間で「協力
覚書（MOC）」を締結予定。

日本はアジア各国と３Ｒ国家戦略策定、法制度整備
等の支援や政策対話を実施
日本はアジア各国と３Ｒ国家戦略策定、法制度整備
等の支援や政策対話を実施

韓 国

・2008年１月から電気電子廃棄物や使用済
自動車の
リサイクル法を施行。

・2008年に資源リサイクル基本計画を策定。
・2009年8月 ソウルにて、第4回日韓廃棄
物・リサイクル政策対話実施。（同対話は
2006年から実施している）

バングラディシュ

・2006年から、３R国家戦略策
定支援を実施。

マレーシア

・2005年から、３R国家戦略策定
支援を実施。

シンガポール

・2006年7月以降、二国間政策対話を実施
・2010年7月 大谷政務官（当時）とシンガポー
ル環境省CEO間でLOI(基本合意書)署名

○ ３Ｒの促進及び廃棄物管理に
おける協力に関する基本合意

・３Ｒと廃棄物管理におけるﾊｲﾚﾍﾞﾙ
対話とﾊﾟｰﾄﾅｰｼｯﾌﾟの推進

・３Ｒと廃棄物管理における情報交
換、ビジネス、産業部門等における
協力の促進
・ｱｼﾞｱ3R推進ﾌｫｰﾗﾑへの積極参加
・ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ政府が第3回ｱｼﾞｱ3R推
進ﾌｫｰﾗﾑを招致することを歓迎

○ 新たな事業展開協力の構築に
向けて以下のような施策を実施
・大臣レベルでの覚書(MOU)へ
の署名
・瀋陽でのエコタウンづくり
ペットボトル、汚泥のリサイクル
事業に関するフィージビリティス
タディの実施
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先行グループ 次世代グループ

○関係者が
連携して、
アジアを視
野に入れ
た日系静
脈産業の
より効果的
な育成・展
開のため
の戦略を
策定

情報基盤の整備
①海外展開可能性国の情報収集・分析（国内に海外展開情報提供）
②我が国静脈産業技術の海外情報発信（アジア諸国の興味醸成）

①具体的な海外事業展開を想定した
フィージビリティ調査

②現地での海外展開の枠組み構築の
ための関係者合同ワークショップ

③現地静脈産業の円滑運営のため関
係者への研修

静脈
メジャー

次世代の
海外展開

海外展開
メジャー

次世代静脈産業メジャーの育成

①レアメタルリサイクル
②高付加価値・低炭素型の鉄リサイクル
③ペットボトルの再ボトル化 等

１．未利用資源の有効利用技術を有する民間企業が海外
展開していけるよう、ビジネスモデルの確立を支援

２．高リサイクルに取り組む産廃業者、排出事業者を適正に
評価する手法の確立等を通じた静脈産業の育成支援

①事業者の差別化に向けた適正評価手法の確立とその実施
②産廃業者と排出事業者の協働に向けた情報の収集・分析

○大臣合意など政府レベルの基本
的枠組みのある国に対する先行グ
ループの海外展開促進

効果

静脈産業の海外展開に資する技術開発
※環境研究総合推進費にて要望

○途上国でも利用可能な、廃棄物処理・リサイ
クルシステムの低コスト化・高度化等の技術
の開発

先行静脈産業メジャーの海外
展開促進

基
盤
戦
略

廃棄物処理・リサイクルシス
テム、技術がアジアに普及

アジアにおける環境負荷
低減

静脈産業のアジア展開
我が国経済の活性化

日系静脈産業メジャーの育成・海外展開促進事業
～廃棄物処理・リサイクルシステムをパッケージとして海外展開～

平成23年度予算要求
元気な日本復活特別枠
1,300百万円（0百万円）
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